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〈資料〉わが国における保育所給食の実施形態
に関する調査
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はじめに
厚生省児童家庭局より提示されている保育所給食の栄
養給与目標は、 1， 2オ児では筏食.おやつを合わせて
1 f:Iの児童の栄養所要量の50%. 3オ以上では40%. た
だしビタミン. ミネラルについては50%を給与するもの
として決定されている。Hしかし 3~-以上児の給食は家
庭から米飯160gを持参するものとし.その栄穫量を差引
いて栄養給与の目標値が定められている。したがって保
育所給食は 1・2才児ではおやつを含む完全給食. 3オ
以上児ではおやつを含む高IJ1支給食を実施するのが建前と
なっている。ー .t食を家庭から燐行させることが決定され
たのは戦後のことnて¥当時は米の配給制度との関連が
あったようであるが.現在は実質的意味がなくなって必
り.主食持参の高IJ食給食は実情に合わない商も出ている
と思われる。事実著おらが保育所給食の実態を調任した
際も60%以上が完全給食を実地していた3九また給食の
給与方法として.各園調理.業者委託.給食センターの
3つの方法の問には給食内容に桐i主のあることも認めら
れた3)。
そこで.4き'者ーが本年8月.第1四国際栄養学会議にお
いてわが国における保育所給食の実態を報告するに先立
ち.保育所給食の実地状況を知ることをId的として本調
査をおこなった。アンケー トは全国47都道府県およびヲ指
定都市の民生児電主管諜に発送したb 本調査のアンケー
トに回答を寄せられた担当の!J々 には.紙面をかりで深
謝のtf;を表する次第である。
調査方法
アンケート記入方式とし.昭和5Jif-6月291J付で記入
用紙を郵送し 7月20日までに返送を依頼した。全国都
道府県より30通(制収不63"8%に指定者Ilniより 8Jlli(回
収率88.9%)の回答があった。記入された資料内容は.
昭初53if.4月現在のもの17通で肢も多(， 52年10月-53
年3月現在のもの 6ili. 53if-5月-7月現街のもの12通.
記載のないもの3;函であった。
( 1 ) 
調査結果
1 保育所の栄養士数および配置率
都道府県ならびに指定都市における保育所数と保育所
の栄養士数を.公主L立の別に集計し表 1に示した。施設
数に対する栄養士の配置率を然出するために.このぷで
は栄養 t数不明の回答は除外した。 保育所の定只は，p:j~J
85-90名て二他の集団給食施設より規模が小きいために.
給食の指導に専念出来る栄養上の自己流は他の施設の栄養
士の配徒に比べて立遅れていることが伺える。また都道
府県ならひ.に指定都市の民生部児童主管課に配託されてい
る栄養 t数および符時市町村民生課.福祉事務所等に配
置されている栄養士数について調べた結果を表2に示し
た。凶手干のあった30都道府県の民生rllの栄養 1:配訳本は
40"0%. 8指定都市については150%の栄養上配置ネで
あった。市町付においても栄養上の配置が漸次増加して
来ていることから児童担当課を中心に給食指導が次第に
活発になりつつあることが示された。
表一 1 保育所の栄養士数および配罰率
l吋 1l!.&1I 世量士肱 配置#1' iAl 定ll 18JAA以団世 総数値)1W fE 東証
ハ". 総
世話 7，442 70.'l，443 630 427 203 8"5 
都道府県 ，8 6，師7 657，233 曲9 岨b 却3 8.9 
立 指定郡市 8 575 51，:tIO 21 21 。
'" 7 
且 総 監 35 -'，599 1:凶，649 553 480 73 12.0 
都道府県 27 3，732 346，16也 467 4】8 49 12.5 
立 衛定都市 8 掛7 ~4 .4HO 86 曲
2‘ 9.9 
総 十ー 71 12，041 1，139，092 1，183 907 '[16 9.8 
表一2 郎道府県・指定都市の栄鋒土配置
l旦I 民生部児宜主管仏軍 市町村民生点，r， 愉祉1も務所存
数 来配置 配位 栄li士 配位 栄li土
総 数 ! 8 20 18 ~/í 300 351f. 
都iJ1府県 30 19 11 、ず 300 351 
t若:<E郡rli 8 7 12 
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2 保育所給食の実施形態
現<t給食は保T1所で調理する方法.給食センターで調
理したものを保Tf所で官己膳する万法.給食業者に委託し
て調舟ー してもらうJii去の3つの形態に大別することがで
きるn 表3はこのような給食の実施形態別lにみた地設数
を示している。実地の形態が不I!tJである施設を除外して.
算:1¥すると肉家給食の保育所は公立て"%5%. fJ，、立て"98.
8%のJiい比中をI'iめていた。このことは.献立や調座h
法が市1約されJllj-(のになり勝ちなセンター給食や委託給
食よりも.児Z在の反応、を確かめながら調理できる自家給
食が全般的に!よく受け入れられていることを示すもので
あろう。これに対してセンター)j式や業者委託)'j式の給
食を行なっている保育所(j:公伝記それぞれ2.2%と0.3%
に過ぎなかった。これらの保育所でも 1・2才児のみに
自家給食を行なっているところがあったので 1. 2才児
の自家給食はさらに高率を占めるものと思われた。 表
4には 1・2オ児および3..t以上児の給食を完全給食と
副食給食にわけて j'l~ した 1 ・ 2 .1児の場合はIlIn∞%
表-3 保育所給食の形態別施設数(その 1) 
[ul セ-，一J;昌垂;t1'>施品総融 (1"車給食
給食 給食
その他 不明
世
"・ ~ 芭抽 8，120 b，837 224 18 3 1，田8
甑品質l'日 301 7，545 6，262 224 18 3 1，038 
立 Ili:.i:侃，5 8 575 575 。 。 。 。
位総 世 38 5，162 1，6恒 39 15 3 S田
邸迫刑県 30 I 4，295 3，768 9 15 。 S伺
"IJ. 
術定団.h 8 掛? 834 30 。 3 。
Iil J十 13，2位 11，439 263* 33' 6 1，541 
• 1-2.r把の給1¥および16やつは各保育所で局理しているところもある.
表-4 保育所給食の形態別施設数(その 2)
E 総計 完全給食 調貴給食 その他. 
Ii 量胡 7，746 6，佃2 7 1，687 
~、u 
1 立
1I1府県 却 7，191 5，519 7 1，665 
指定福山 8 555 533 。 22 
主
-t 総 世 38 4，711 3，639 5 1，127 
児且
/lIil!府県 301 3，946 3，100 5 841 
立
指定d1irli 8 825 539 。 286 
総 12，517 9，691 12 2，814 
‘t 置 38 7，431 1，884 3，733 127 1，687 ~~“ 
lZiIi府県 抽 6，881 
3 立
1，686 3，481 '9 1，665 
-t 指定宿巾 8 550 198 2坦 78 22 
以
上 rt 世 38 4，793 1，378 2，1輔 4 1，215 
児弘
廊道府県 抽 3，948 1，028 1，987 4 929 
立
指定畠巾 凶 845 350 209 。 2& 
総 ot 12，224 3，2日 5，929 131 2，902 
-完全給JI:ロと“貴船員Uの向万をa吋ている
物
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-‘' -f-
が完全給食であり，僅かに副食給食をと っているところ
もあった。建前からすれば. 1・2オ児の完全給食は当
然のことであり.剛食給食を行っている理由，j:~月らかで
会い 3オ以上児の場合は不明の回答を除外すると.刷
食給食が63.6%，完全給食が35.0%.その他給食が1.4%
となって必リ.御飯160gを家庭から持参させる代リに保
f所でおj均し給与しているところが35%もあることを示
している。税(E.給食費は家庭の負担が原則となってい
るため.この場合の主食費は保護者の別途負般によるも
のと忠、われる。しかし今回の調査項目に含まれていない
ためこの点は明らかではない。その他に週又は月のうち
決った FIを指定して完全給食を行っているところも1
4%あった。実胞の詳細はわからないが完全給食へ移行す
るための一過程とも受けとれるのではないだろうか。3
オ以上児に完全給食を実施しているのは公立保育所32
8%.伝立保育所38.5%で後者がや、多い傾向を示してい
た.公広立いずれの場合ふ完全給食をおこなっている
割合は都道府県に比べて指定都市の方が多くなってお
り.公立の場合は前者が245%.後者は36.0%で指定都
市の方が11.5%高<，私立の場合は前者が26.0%.後l5
が41.4%て1:と問機指定都市の方が15.4%向い'，1m合を
示していたのこのことは完全給食への傾向が大都市城に
おいて先行しているものと理解される。
要 約
わが国の保育所における栄養上の自己資状況ならびに給
食の実地形態についてアンケート調査した昭和53if.度当
初の状況は以 Fの通りであった。
1.栄益tの配置率は保育所においては9.8%.各都道府
県ならびに指定郡市の民生部児竜主管課においてはそれ
ぞれ40%と150%であった。また市町村民生課や愉祉事務
所などにも栄養士が配置されており.児it福hl.地設の給
食指導に当っていることが示されていた。
2.調理万法から見た保育所給食は公弘"i!.:とも自家給食
がl.f倒的に多〈全給食の97.4%を示めており.センター
給食は2.2%業者委託給食は0.3%であった。また. 1・
2 .1'児の給食はほとんどω0%が完全給食て'.3オ以上児
の給食は63，6%が間l食給食.35.0%が完全給食て二 円を
決めてl珂給食を行う混合型も1.4%あった。
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